
2-1　回答企業の定年制・継続雇用制度の状況（定年年齢と継続雇用の上限年齢から作成した類型）【単位：行％】

調査数
（件数）

定年なし・
７０歳以上

定年６５～
６９歳以下
＆継続雇用
７０歳以上

定年６０～
６４歳以下
＆継続雇用
７０歳以上

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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2-2　 現在の定年制や継続雇用制度の導入理由（設問文は「現在の定年制や継続雇用制度を導入する理由は、おおむねどち
らですか」）【単位：行％】

調査数
（件数）

人員不足に
対応する
ためである

どちらかと
いえば、
人員不足に
対応

どちらかと
いえば、
高齢者の
優れた技術・
技能の活用

高齢者の
優れた技術・
技能を活用
するためで
ある

無回答

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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2-3　 定年制や継続雇用制度の設計・検討・運用時における社員との協議状況（設問文は「定年制や継続雇用制度（労
働条件も含む）の設計・検討・運用時に、社員と協議・相談していますか」）【単位：行％】

調査数
（件数）

協議・相談
している

協議・相談
していない わからない 無回答

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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2-4　 定年制や継続雇用制度の効果（設問文は、「現状の定年制・継続雇用制度の導入・選択による「効果」を教えてください」

①人手の確保（設問文は「①人手を確保することができた」）【単位：行％】

調査数
（件数）

非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、 全く
あてはまら
ない

あてはまら
ない

無回答

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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②若手社員が増えた（設問文は、「②貴社で働くことを希望する若手社員が増えた」）【単位：行％】

調査数
（件数）

非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、
あてはまら
ない

無回答

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

全く
あてはまら
ない
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③ 社外からの就業を希望する中堅・高齢者が増えた（設問文は、「③社外から貴社で働くことを希望する中堅・高齢の社員
が増えた」）【単位：行％】

調査数
（件数）

非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、
あてはまら
ない

無回答

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

全く
あてはまら
ない
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④ 高齢層が安心して働けるようになった（設問文は、「④高齢層が雇用の不安なしに安心して働けるようになった」） 
【単位：行％】

調査数
（件数）

非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、
あてはまら
ない

無回答

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

全く
あてはまら
ない
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⑤若手社員や中堅社員の定着率の向上（設問文は、「⑤若手社員や中堅社員の定着率が高まった」）【単位：行％】

調査数
（件数）

非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、
あてはまら
ない

無回答
全く

あてはまら
ない

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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⑥「65歳以降社員」による仕事への意欲向上（設問文は、「⑥「65歳以降社員」の仕事への意欲が高まった」）【単位：行％】
　＊集計母数は「65歳以降社員」が在籍する企業

調査数
（件数）

非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、
あてはまら
ない

無回答
全く

あてはまら
ない

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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⑦ 「65歳以降社員」による技能伝承（設問文は、「⑦「65歳以降社員」が知識や経験を若者に伝えるようになった」）【単位：行％】
　＊集計母数は「65歳以降社員」が在籍する企業

調査数
（件数）

非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、
あてはまら
ない

無回答

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

全く
あてはまら
ない

-　15　-



⑧ 管理職による「65歳以降社員」の戦力化（設問文は、「⑧管理職が「65歳以降社員」を戦力として活用するようになった」）
【単位：行％】＊集計母数は「65歳以降社員」が在籍する企業

調査数
（件数）

非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、
あてはまら
ない

無回答

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

全く
あてはまら
ない
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⑨職場の生産性向上（設問文は、「⑨職場の生産性が向上した」）【単位：行％】

調査数 非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、
あてはまら
ない

無回答
全く

あてはまら
ない

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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⑩製品やサービスの品質等の向上（設問文は、「⑩製品やサービスの品質、顧客満足度が向上した」）【単位：行％】

調査数
（件数）

非常に
あてはまる

ある程度、
あてはまる

あまり、
あてはまら
ない

無回答
全く

あてはまら
ない

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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2-5-1　 現状の定年制や継続雇用制度を選択した結果、生じた課題（設問文は、「現状の定年制・継続雇用制度を選択し
た結果、①～⑦の課題は生じましたか」）【単位：％（複数回答）】

調査数
（件数）

①社員の
健康問題
が増えた

②労働災害
が発生する
リスクが
高まった

③組織の
若返りが
難しくなった

④能力向上
が必要な
社員が
増えた

⑤労働意欲
を高める
必要が
増えた

⑥売上げ
に占める
人件費の
割合が
増加した

⑦「６５歳
以降社員」
に任せる
仕事の確保
が難しく
なった

①～⑦の
いずれも、
あてはまら
ない

無回答

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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2-5-2　 現状の定年制や継続雇用制度を選択した結果、生じた課題に対応できているか（設問文は、「現状の定年制・
継続雇用制度を選択した結果、①～⑦の課題が生じた場合に、貴社ではその課題に対応できていますか」）【単位：％（複数回
答）】＊集計母数は2-5-1で①～⑦の各々の課題が発生した企業である。

①「社員の
健康問題
が増えた」
に対応でき
ている

②「労働災
害が発生
するリスク
が高まった」
に対応でき
ている

③「組織の
若返りが難
しくなった」
に対応でき
ている

④「能力向
上が必要
な社員が
増えた」
に対応でき
ている

⑤「労働意
欲を高める
必要が
増えた」
に対応でき
ている

⑥「売上げ
に占める
人件費の
割合が
増加した」
に対応でき
ている

⑦「「６５
歳以降社
員」に任せ
る仕事の
確保が難
しくなった」
に対応でき
ている

全  体
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
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